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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

１．これまでの経緯と今後の取組について

1



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局従来の主な治水対策の考え方

※ 河川事業概要2024（国土交通省水管理・国土保全局）より抜粋 2



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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「流域治水」を推進するに至る経緯
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

4

近年の大きな災害（平成２８年８月 北海道）
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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近年の大きな災害（平成３０年７月 西日本）
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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近年の大きな災害（令和元年１０月 東日本）



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局近年の降雨傾向
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局水害の頻発化
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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流域治水への転換

9



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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流域治水への転換

※

※北海道では約１．１５倍
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局流域治水への転換
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

12

流域治水プロジェクト
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

• これまで、流域治水協議会は減災対策協議会と同時開催するなどして、計9回の協議会を開催
• 協議会は出水期前及び、年度末（流域治水プロジェクト公表段階）の毎年2回開催
• 上記以外に、自治体担当者や流域住民の参加による勉強会や、自治体担当者レベルでの水害リスクや流域
治水メニューに関するディスカッションなどを展開

• 今年度も同様に勉強会や流域治水対策に関する協議等を継続

湧別川・渚滑川 水害リスクマップ勉強会（地域住民の参画） R4.7流域治水担当者レベル打合せ（美幌町）

これまでの流域治水協議会の取組状況（網走4河川）

13第9回流域治水協議会 R6.2流域治水担当者レベル打合せ（北見市）

年度
項目

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

協議会開催

水害リスク
コミュニケーション

水害リスクマップを活用した
リスクコミュニケーションの実施
（4水系、11市町）

第１回協議会

第２回協議会

第３回協議会

第４回協議会 第６回協議会 第８回協議会 第９回協議会

第５回協議会 第７回協議会

リスクマップ公表に先立ち、
リスクマップの確認・活用方法に関する
勉強会の実施（流域住民の参加含む）

現況河道及び短期河道におけるリスクマップの
公表（4水系）

中長期河道におけるリスクマップの公表
（4水系）

・各自治体を対象に、流域治水
2.0に向けた治水対策案に関する
協議の実施

・国と自治体が協働で実施可能
な流域治水対策案の検討
（美幌町・北見市・紋別市）

常呂川水系内外水
リスクマップ説明

第１０回協議会



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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流域治水プロジェクト２．０

○ 策定した流域治水プロジェクトについて気候変動
の影響による降雨量の増大に対して流域治水の取組
を更に加速化・深化させるため、全国 109 の一級水系
で、気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方
針を反映した「流域治水プロジェクト２．０」への更新を
行った。

○ ポイントは以下の通り

① 気候変動による降雨量増加に伴う水害リスク（浸
水世帯数等）の増大を明示する。

② これに対応するため、本川の整備に加えて、まち
づくりや内水対策などの流域対策を充実し達成目標
を設定する（目標の重層化）。

③ この目標を達成するために必要な追加対策等を
明示する。
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

湧別川水系流域治水プロジェクト2.0
（令和6年4月1日公表）
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局湧別川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局湧別川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局湧別川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

湧別川流域治水プロジェクト2.0
赤字：R6.3更新（2.0更新）

氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興
○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・河道掘削、堤防強化対策、河岸浸食対策等の推進
・下水道雨水管等の整備
・事業間連携を通じた土砂の有効活用、土砂管理
の推進

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・普通河川の保全
・土砂流出抑制・浸透機能向上（森林対策、農地整備）
・治山対策および砂防施設整備(土砂災害抑制)

○既存ストックの徹底活用
＜具体の取組＞
・武利ダムにおける事前放流等の実施・体制構築
・SMART-GrassやAI/Riverの活用・効率化から
早期修繕による施設機能維持の向上

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・多段的な浸水リスク情報を充実させたまち
づくりの取組（水害リスクマップの作成）

○土地利用・住まい方の工夫
＜具体の取組＞
・浸水リスクを踏まえたまちづくり

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づくソフト対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域治水に資する施設について管理者が連携した
合同見学会

○被害を軽減させる取り組みの推進
＜具体の取組＞
・水位計・監視カメラの設置および水害リスク空白域の
解消に向けた取組
・プッシュ型情報発信、防災無線等を活用した
情報発信の強化
・講習会等によるハザードマップ周知、マイ・タイム
ライン普及促進及び、多機関連携タイムラインの活用
・要配慮者利用施設における避難確保計画の作成
促進と避難の実効性の確保
・高潮浸水シミュレーション（想定最大規模）の実施・公表
・氾濫水を早期に排水するための排水計画と訓練
・防災気象情報の利活用促進
・内水ハザードマップ等の作成
・住民参加による防災訓練や小中学校における
水災害教育の実施
・自主防災組織の設置促進と人材育成

○インフラDX等における新技術の活用
＜具体の取組＞
・河川管理施設の自動化・遠隔化等
・ワンコイン浸水センサーによるリアルタイム情報把握
・三次元管内図の整備による河川管理の高度化・効率化

湧別川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局湧別川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局湧別川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局湧別川流域治水協議会規約

24



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
（令和6年4月1日公表）
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興
○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・河道掘削、被害軽減対策の推進
・下水道雨水管等の整備
・事業間連携を通じた土砂の有効活用、土砂管理
の推進

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・土砂流出抑制・浸透機能向上（森林対策、農地整備）
・治山対策および砂防施設整備(土砂災害抑制)
・内水被害対策の推進

○既存ストックの徹底活用
＜具体の取組＞
・ダムにおける事前放流等の実施・体制構築
・SMART-GrassやAI/Riverの活用・効率化から
早期修繕による施設機能維持の向上

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・多段的な浸水リスク情報を充実させたまち
づくりの取組（水害リスクマップ）
・地域防災計画の見直し

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づくソフト対策

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域治水に資する施設について管理者が連携した
合同見学会

○被害を軽減させる取り組みの推進
＜具体の取組＞
・水位計・監視カメラの設置および水害リスク空白域の
解消に向けた取組
・排水活動に対応した車両及び資機材の整備
・プッシュ型情報発信、防災無線等を活用した情報
発信の強化
・ハザードマップの周知および国・北海道・市町が
連携した各種マイ・タイムラインの普及促進
・要配慮者利用施設における避難確保計画作成の促進
と避難の実効性の確保
・高潮浸水シミュレーション（想定最大規模）の実施・公表
・防災気象情報の利活用促進
・粘り強い河川堤防の検討
・内水ハザードマップの作成
・住民参加による防災訓練の実施
・自主防災組織設立支援

○インフラDX等における新技術の活用
＜具体の取組＞
・河川管理施設の自動化・遠隔化等
・ワンコイン浸水センサーによるリアルタイム情報把握
・三次元管内図の整備による河川管理の高度化・効率化

渚滑川流域治水プロジェクト2.0
赤字：R6.3更新（2.0更新）

渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0

30



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川水系流域治水プロジェクト2.0
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局渚滑川流域治水協議会規約
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

流域治水の自分事化に向けた取組計画
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局流域治水の自分事化に向けた取組計画
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○国土交通省では、流域のあらゆる関係者が協働し

て水災害対策を行う「流域治水」の取組を推進してい

るが、一般には「流域治水」という言葉の認知度は決

して高い状況にない。

○そのような中、毎年のように発生する水害から命を

守り、被害を最小化するためには、人々の意識に働き

かけ、流域治水の取組を知り、自分事として理解し、

流域治水に主体的に取り組む住民や民間企業等を

拡大していく必要がある。

○以上を踏まえ、住民や民間企業等のあらゆる関係

者が、流域治水の取組を持続的・効果的に進めるた

めの普及施策について検討する会を開催し、「流域治

水の推進に向けた普及施策の行動計画」を令和５年

度にとりまとめた 。
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国土交通省

北海道開発局

37

流域治水の自分事化に向けた取組計画
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国土交通省

北海道開発局
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流域治水の自分事化に向けた取組計画



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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流域治水の自分事化に向けた取組計画



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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流域治水の自分事化に向けた取組計画



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局
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流域治水の自分事化に向けた取組計画



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

湧別川水系流域治水協議会
自分事化に向けた取組計画
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局自分事化に向けた取組計画（湧別川）
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局自分事化に向けた取組計画（湧別川）

44



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

渚滑川水系流域治水協議会
自分事化に向けた取組計画
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局自分事化に向けた取組計画自分事化に向けた取組計画（渚滑川）
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局自分事化に向けた取組計画（渚滑川）
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国土交通省

北海道開発局

２．情報提供
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網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局令和６年度からのさらなる加速化にむけて

• 令和５年度においても流域治水プロジェクトの取組が全国で進展しています。

• 令和６年度からの予算制度の拡充や水災害リスクを自分事化し流域治水の取組主体を増やすための取組等、
流域治水の現場レベルでの実践をさらに加速化していきます。

49

国土交通省 報道発表資料 令和5年度の流域治水の取組の進展について～令和6年度からの流域治水の更なる加速化に向けて～
URL：https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000205.html



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

50※１：累計ではなく、単年度の実施箇所数

全国の流域治水プロジェクトの取組が令和５年度も着実に進んでいます。
令和６年度も、引き続き流域関係者との協働により地域の早期の安全・安心
の確保に取り組んでまいります。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

被害対象を減少させるための対策

被害の軽減・早期復旧・復興のための対策

（参考）
令和3年度
令和4年度
令和5年度

約67％
約69％

更新作業中

令和3年度実施分
令和4年度実施分
令和5年度実施分

※２：全国の作成団体数

4,353施設※1
4,728施設※1

更新作業中

・個別避難計画を作成（全部又は一部）
済みの市町村数

令和4年1月1日時点 1,167市町村

令和5年1月1日時点 1,303市町村

令和6年4月1日時点 更新作業中

流域治水の主な取組の進捗

別添１



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局流域治水の本格的実践 （令和６年度新規・拡充事項一覧）

51

別添２

令和６年度予算概要URL：https://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_009483.html

○ 浸水の危険が高い地域における流域対策を一層推進するため、河川分野だけでなく、下水道やまちづくり等の
あらゆる分野において流域治水の取組に資する予算制度を拡充。



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局流域治水対策等の主な支援事業集

52掲載URL：https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/pdf/ryuikitaisaku1_r604.pdf



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局「流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議」の概要

53



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局流域治水推進行動計画（令和３年７月３０日策定）

54



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局流域治水推進行動計画の主な取組

55



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局流域治水推進行動計画の主な取組

56



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局主な支援事業の掲載例（学校施設の防災機能の向上）

57



網走開発建設部

国土交通省

北海道開発局

58

主な支援事業の掲載例（都市防災総合推進事業の概要）
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別添３○「流域治水」の本格的な実践に向けて、令和３年１１月１日に全面施行された
流域治水関連法※の中核をなす特定都市河川浸水被害対策法に基づき、
特定都市河川の指定を全国の河川に拡大

※特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第31号）

○流域治水関連法施行後全国初の指定となる大和川水系大和川等をはじめ、
２４水系３２７河川が指定されている（法改正前：８水系６４河川、法改正後：１６水系２６３河川）

○特定都市河川指定や流域水害対策計画策定の予定時期を示すロードマップ

を２７水系で公表
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気候変動緩和の取り組みも流域治水

流域のみんなで、自然、産業を含め文

化として治水に取り組む。

by ALL の流域治水

2℃の気温上昇時、洪水ピーク流量は

2割増（4℃上昇時4割増）。河川区域

の対策だけでは対応できない。

◎持続的に開発しつつも社会的
機能を維持しながら災害に備え
る二刀流方式

◎人と人、自然と人、自然と
自然のつながり

◎流域を俯瞰した取り組み
（山川海全部含めて流域治水）

具体施策
４．施策を進めていく上での着眼点と具体策

◎トップランナーの育成
◎防災教育を通じて流域に視野を広げる
◎農業・農村地域での取り組み
（水を貯めることに対する農家と水管理組織の合意形成、
防災対策と農村コミュニティ機能の相互依存的発展）

※各水系の流域治水プロジェクト等への反映とフォローアップ

※社会がスローダウンすると自分事と感じる。
（計画運休、休業、道路の通行止めなど）

水災害リスク、
流域治水を知る

１．背景 （流域治水の推進）

①知る

②捉える
（自分事と捉える）

③行動

・流域対策への支援
・取り組み、効果の見え
る化

・トップランナーの育成
・流域治水への貢献
・ビジネスへの支援

・要件化・基準化

自分ができる
ことを考える
※①⇔③の
ギャップを
埋める

水災害対策をする、
地域、流域に貢献
する
※流域治水に取り
組む主体が増える

・連携活動
・教育活動

取り組みの例 意識の醸成を図り、

国民運動、

日本の文化に

日々の生活の中で水害、
防災のことが意識され、
全国的に水災害リスクの
自分事化が図られ、その
視野が流域に広がり、
社会全体が防災減災の質
を高めるとともに、持続
的に発展していく。

３．流域治水に取り組む主体を増やすための取組方針
大局的には①知る→②捉える（自分事と捉える）→③行動の流れを作り、取り組みの幅を広げ、
トップランナー育成や要件化・基準化等を通して流域にも視野を広げていく。

◎キーパーソンのタイプ（盛り上げ、自然環境
、研究開発、危機意識）＋河川ごとの特徴

◎リーダーの育成
（防災士、気象予報士等との連携等）
◎インフルエンサー活用

（３） 自分事化を促す相手の把握と絞り込み （発信側と受け手側の例）

◎気象条件を伝えるなど他人事化できない状況を定着
◎取り組みを促す相手の特性に応じて伝え方を工夫
◎インフラツーリズムとの連携など、知る機会を増やす
※ネガティブなことをおしゃれに、楽しいことを伝える。
住民自らのモニタリング

（１） 知っている人を増やすことと伝え方の工夫

拡充・閲覧周知

地域 個人 企業・団体

◎防災教育（住民自ら記憶を伝える、行動を学ぶ）
◎水害伝承（記憶の風化を防ぎ教訓を伝える）
◎学べるコンテンツ（ウェブ、既存メディア活用）

◎補助金、税制優遇等の支援
◎防災関連ビジネスの推進、取り組みのアピール
◎社会を良くしたいという動機、SDGs

◎取り組みの位置づけ、効果可視化（デジタル活用）

（２） 自分事化の機会創出と手段

１） 取り組みを実行する仕組みづくり
◎きっかけは様々（河川の利用や生態系保全の取り組みから始めることも）
◎課題の把握、取組事例の共有と分析、人と人をつなぐ仕組みの構築
２） 社会のモードチェンジ
◎ポジティブな情動、同調圧力も ◎国からの情報発信による環境整備から

（５）持続的に流域治水を推進

（４） 主体的な取り組みが進むための環境整備

◎防災教育に取り組む子供と家族
◎高齢者、災害弱者、若年層
◎リソースが不足している企業、
建設分野他企業
◎地域のコミュニティ
◎金融関係機関

地域 個人 企業・団体

共有プラットフォーム （全国流域治水MAP）

表彰制度（流域治水大賞）

円滑な避難を支援する人材育成（ファシリテーター

派遣の仕組み）

気候変動リスク開示における民間企業の取り組み

の支援（TCFD）

防災教育に関する素材提供

水害伝承に関する情報（コンテンツ）の普及・拡大

地域 個人 企業・団体

２．課題

流域治水を推進する上で、自分事と捉えることが課題

、住民や企業などが自らの水災害リスクを認識し

自分事として捉え主体的に行動する。

水災害リスクの自分事化

流域全体の水災害への取り組みへ

水災害から自身を守ることからさらに視野を広

げて、地域、流域の被害や水災害対策の全体

像を認識し、自らの行動を深化させることで、

流域治水の取り組みを推進する。

※流域治水に取り組む主体を増やす

（自分のためにから、みんなのために）

防災・減災ビジネスの推進 （オープンデータ活用）

地域 企業・団体

デジタルテストベッド

地域 個人

防災教育の推進（既存施策）

地域 企業・団体

地域に貢献する水防活動への参画

流域治水オフィシャルサポーター制度

流域治水ロゴマーク、ポスター 別添4-1 

流域治水の日、週間

河川空間の利活用を通した意識醸成

ＳＮＳ等での情報発信

インフラツーリズムとの連携

ダイナミックＳＡＢＯ はまツーリズム推進

危機管理水位計、簡易カメラ、浸水センサー等の

別添4-5

別添4-7

別添4-2

別添4-3

別添4-4

・流域治水の広報
・リスク情報等の提供

別添4-6

別添４

報道発表URL：https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001203.html

発
信
側

受
け
手
側
の
例
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箔押し、エンボス

加工用1色データ

選定作品、説明 デザインメッセージ

日本はどこに行っても川があり、水に囲まれています。資源でもありますが、災害も
引き起こす川と共存して行かなければなりません。

中央の図形は、多様な地域同士が行政界を超えて流域で連携していくイメージを重な
りで表現しています。その周囲を囲むような円は、水災害対策により流域を守ってい
くことを、円の端の手は、このような対策は長年多くの人の手により進められてきた
ことや、これからも地域同士、住民同士が手を取り合って水災害に立ち向かっていこ
うという意志を表したものです。

また、さまざまな水滴の円は、協働して水害に対して備えていく国、自治体、団体、
住民を表しています。

使用シーン

例：各取組主体が作成するパンフレット、ポスター、説明資料、プレスリリース、
名刺、看板、展示物、ウェブサイト、ＳＮＳ、広報物、各種案内 等

グレースケール

リーフレット（表紙）での使用例 名刺での使用例 ＷＥＢサイトでの使用例

○一人でも多くの方々に「流域治水」への理解や親しみをもっていただくことを目的に、公募作
品の中から、流域治水のシンボルとなるロゴマークを決定。全国各地で流域治水を広く周知・
ＰＲするための広報活動に活用。

別添４－１

報道発表URL：https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/supporter.html
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○流域治水に取り組む企業等や流域治水の取組を支援する企業等を幅広く周知するとともに、流域治水に資する取組
を促進するため、オフィシャルサポーター制度を創設。

○流域治水の推進に取り組む企業等をオフィシャルサポーターとして認定し、その取組を国土交通省ウェブサイト等で
紹介するほか、企業等の活動において、オフィシャルサポーターである旨を明記することが可能。

＜活動例＞

別添４－２

企 業 W E B
ペ ー ジ で の
周 知 活 動

社 内 研 修 ・
外 部 向 け
セミナー開催

イベント時の
チラシ配布・
パネル展示

流域治水の
オ リ ジ ナ ル
教 材 作 成
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※道内の企業・団体では１８者が応募・登録

１.株式会社エコロジーサイエンス ２.株式会社アラソフトウェア ３.株式会社ニュージェック ４.株式会社 ヤマウ ５.一般社団法人日本損害保険協会 ６.西江建設株式会社 ７.富士コントロール株式会社

８.新太平洋建設株式会社 ９.ベルテクス株式会社 １０.一般財団法人 北海道河川財団 １１.荒川ビジョン推進協議会 １２.株式会社日立製作所
１３.三井共同建設

コンサルタント株式会社 １４.宮坂建設工業株式会社

１５.一般社団法人環境文化研究所 １６.株式会社田中地質コンサルタント １７.アジアエンヂニアリング株式会社 １８.株式会社 三弘 １９.一般社団法人中部地域づくり協会 ２０.株式会社 藤井組 ２１.旭建設株式会社

２２.株式会社 建設技術研究所 ２３.一般社団法人 パブリックサービス ２４.日本工営株式会社 ２５.株式会社 水倉組
２６.大塚ウエルネスベンディング

株式会社 ２７.日本ヒューム株式会社
２８.公益財団法人

リバーフロント研究所

２９.因幡堰土地改良区

３０.大日本ダイヤコンサルタント
株式会社 ３１.株式会社 IHI ３２.株式会社 技研製作所 ３３.一般社団法人東北地域づくり協会 ３４.佐幸測量設計株式会社

３５.一般財団法人
国土技術研究センター

３６.一般財団法人河川情報センター

３７.MS&ADインシュアランスグループ
ホールディングス株式会社 ３８.りゅうちるネットワーク ３９.スズキ株式会社 ４０.株式会社 東開技術 ４１.勇建設株式会社 ４２.株式会社関口建設

４３.一般社団法人 中国建設弘済会 ４４.株式会社 福田水文センター ４５.株式会社静岡新聞社 ４６.静岡放送株式会社
４７.株式会社日立パワー

ソリューションズ ４８.三井住友海上火災保険株式会社 ４９.アゼックス株式会社

５０.飯田環境保全会
５１.洪水予測データ活用型流域治水

共同研究メンバー ５２.損害保険ジャパン株式会社 ５３.株式会社東京建設コンサルタント ５４.株式会社毎日新聞社
５５.特定非営利活動法人

日本トイレ研究所 ５６.やまがた メイカーズネットワーク

５７.有限会社 久保田建設 ５８.株式会社テイデイイー
５９.特定非営利活動法人

みさと田園空間クリエーターズ ６０.一般財団法人 石狩川振興財団 ６１.株式会社 田中組 ６２.有限会社 モリケン ６３.株式会社かみえちご測地

※３０.大日本ダイヤコンサルタント株式会社については、令和５年７月１日以降の企業名で認定

北見市 帯広市

旭川市

帯広市札幌市 札幌市

札幌市

札幌市

札幌市 札幌市

掲載URL：https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/supporter.html
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計１１１企業・団体等

６４.ダイホーコンサルタント株式会社 ６５.株式会社 ダイワ技術サービス ６６.アース製薬株式会社 ６７.共和コンクリート工業株式会社
６８.パシフィックコンサルタンツ

株式会社 ６９.一般社団法人 みなみあそ観光局 ７０.セントラルコンサルタント株式会社

７１.株式会社エイト日本技術開発
７２.エヌエスティ・グローバリスト

株式会社 ７３.株式会社 川瀬組 ７４.インフラテック株式会社 ７５.株式会社リブテック
７６.株式会社プロテック

エンジニアリング ７７.草野作工株式会社

７８.オフィス気象キャスター株式会社
７９.公益社団法人全国土木

コンクリートブロック協会 ８０.アジア航測株式会社 ８１.一般財団法人 日本気象協会 ８２.株式会社ドーコン ８３.特定非営利活動法人 水・防災機構
８４.特定非営利活動法人

気象と地域防災フォーラム

８５.昭和コンクリート工業株式会社 ８６.旭洋設備工業株式会社
８７.特定非営利活動法人

ウェザーフロンティア東海 ８８.日之出水道機器株式会社
８９.特定非営利活動法人

気象キャスターネットワーク ９０.日本興業株式会社 ９１.株式会社 日水コン

９２.一般社団法人 北陸地域づくり協会

９３.群馬県コンクリートブロック事業
協同組合 ９４.いであ株式会社 ９５.植村建設株式会社 ９６.乗田工業株式会社 ９７.ケイセイマサキ建設株式会社 ９８.株式会社建設技術コンサルタンツ

９９.岩田地崎建設株式会社 １００.八千代エンジニヤリング株式会社１０１.株式会社ヤマチコーポレーション

１０２.一般社団法人
北部九州河川利用協会 １０３.東京海上日動火災保険株式会社

１０４.沖電気工業株式会社
ソリューション統合ＳＥ部 １０５.大和ハウス工業株式会社

１０６.西日本技術開発株式会社 １０７.株式会社吉田測量設計 １０８.山国川流域森林組合 １０９.株式会社 荏原製作所 １１０.北土建設株式会社
１１１.特定非営利活動法人

信濃川大河津資料館友の会

札幌市

札幌市 江別市

札幌市

赤平市 新冠町

札幌市

札幌市

※道内の企業・団体では１８者が応募・登録

流域治水オフィシャルサポーター 一覧 2/2（R6.5.24時点）

掲載URL：https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/supporter.html
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流域治水の取組事例は、「全国流域治水MAP」にも掲載しています。
全国流域治水MAPは、流域治水オフィシャルサポーターに限らずどなたでも投稿いただけますので、
是非投稿をご検討ください。

■掲載イメージ ■掲載ページURL

https://www.mlit.go.jp/river/kawanavi/pf/index.html
※投稿様式は上記URLからダウンロードいただけます。

■投稿方法
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この優良事例集は、流域のあらゆる関係者が協働して行う「流域治水」の取組を実践する際の参考となる
よう、全国の優良事例、先進事例を取りまとめたものです。

取組の目的・実施主体・支援制度・推進のポイント等を分かりやすく簡潔にまとめ、地域の特性等に応じた
各施策の効果的な実践や、関係者間の連携につながることを期待しています。

流域治水優良事例集ホームページURL：

＜事例集の一部＞

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/pdf/r512_jireisyuu_01.pdf
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■浸水センサ実証実験の詳細は以下URLをご参照ください。

134自治体・38企業等が
実証実験に参加中！

特徴的な参加者

自動販売機搭載型浸水センサ
【中央大学研究開発機構・（一財）河川情報センター・大塚ウェルネスベンディング（株）】

実証実験参加自治体の状況（R6.3.8 時点）

浸水センサ

浸水センサ
浸水検知状況（岡崎市）

浸水センサ

浸水検知状況（美波町）

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html
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○ 視覚障害者でも、音声読み上げソフトを利用することで自宅等の災害リスクを知ることができるよ

う「重ねるハザードマップ」を改良。（令和5年5月30日運用開始）

○ アイコンや地図上をクリックしなくても住所を入力する、または現在地を検索するだけで、その地点

の災害リスクと災害時に取るべき行動が自動的に文章で表示される機能を追加。

トップページの改良

• 音声読み上げに配慮したシンプルな構成
• 住所入力 または現在地検索すると、地図画面に移り、その

場 所の災害リスクが文章で表示される

報道発表URL：https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_000209.html

文章による災害リスクの説明

• 浸水深だけでなく、浸水の程度（床下、床上、２階まで浸水など）を補足説明

• 災害時に取るべき行動（立退き避難の必要性、垂直避難や屋内安全確保

の可 否など）を解説

• 取るべき行動に対応した背景色によりハザードレベルが一目で分かるよう表現
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【令和５年度に新たに指定された水防協力団体】

水防管理者（市町村長）は、水防団等が行う水防活動を支援・サポートする「水防

協力団体」※を通年募集しており、令和５年12月には国土交通省が募集の協力を行い

ました。その結果、12 企業・団体が、新たに水防協力団体に指定されました。

※水防協力団体制度は、地域の水災防止体制を保持するため、水防管理者（市町村長等）が水防法に
基づき民間企業、NPO、自治会等を指定する制度。

国土交通省
庄内川河川
事務所長

水防協力団体認定書交付式（多治見市）

北海道（３） 西江建設、宮坂建設工業（帯広市）

アラソフトウェア（北見市）

関 東（１） 久保田建設（群馬県千代田町）

中 部（１） バローホールディングス（多治見市）

近 畿（５） 藤井組、ニュージェック、日本損害保険協

会

四 国（２）

（淀川左岸水防事務組合）

大塚ウエルネスベンディング、

東京建設コンサルタント

（淀川左岸、淀川右岸、大和川右岸各水防事務組合）

技研製作所（高知市）、

四国クリエイト協会（高知市など14市町村）

国土交通省
高知河川国道
事務所副所長

水防協力団体
四国クリエイト協会

いの町長

水防協力団体
バロー

ホールディングス

水防協力団体認定書交付式（高知県いの町）

多治見市長
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報道発表URL：https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_000228.html
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各自治体ヒアリングの実施

令和６年７月 第１０回 湧別川、渚滑川流域治水協議会

令和７年１月～２月

令和７年３月 第１１回 湧別川、渚滑川流域治水協議会

令和７年２月 第１１回 湧別川、渚滑川流域治水協議会（事前協議）

各自治体フォローアップの実施


